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Synopsis
Currently, the Regional Specialized Meteorological Center Tokyo applies the satellite -based 
Dvorak technique using the relationship developed by Koba et al. (1990) for one of the 
important sources of tropical cyclone (TC) intensity analysis. To improve TC intensity 
analysis, we revisited Koba’s relationship used for estimating the minimum sea level 
pressure (MSLP) considering case selection, aircraft data treatment, current intensity (CI) 
numbers, and additional explanatory variables. The root mean squared difference (RMSD) 
of the MSLP between the aircraft data and the concurrent estimates based on the original 
formula of Koba et al. (1990) is approximately 13.0 hPa. The RMSD reduced by 28% to 
9.3 hPa in the revised regression model that used CI numbers analyzed through modern 
methods and additional explanatory parameters (development rate, size, latitude, and 
environmental pressure) with careful treatment of the aircraft data. The signs of the 
coefficients in the proposed model suggest that the actual MSLP change lags the change 
in the corresponding CI number. The large TC at high latitudes with lower environmental 
pressure has a low MSLP for a given CI number. Cross-validation results supported the 
superiority of the proposed model. The current approach is simple but substantially 
improves the quality of the TC intensity analysis, leading to improved TC forecasts 
through TC bogus, wave models, storm surge models, and forecast verification.  
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はじめに

 
高度10mにおける最大風速や中心気圧といった台

風強度パラメータの推定は，防災や減災にとって非

常に重要であり，災害の甚大さ，人々の備え，行政府

の判断に関わっている．現在，東京に位置する地区

特別気象センター(Regional Specialized Meteorological 
Center Tokyo - Typhoon Center; 以下ではRSMC東京

と呼ぶ ) として，気象庁は世界気象機関 (World 
Meteorological Organization) の世界気象監視 (World 
Weather Watch)プログラムの枠組みで，北西太平洋に

台風情報を発表しているが，RSMC東京は衛星を基
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礎とするドボラック法(Dvorak 1975, 1984)に，木場ら

(1990; 以下K90)の換算表を適用することで強度推定

を行っている（注：K90は日本語で書かれているが，

主な内容はKoba et al. (1991a)として英語に翻訳され

ている)．これは，台風強度推定の---特に，外洋の台

風強度推定にとって---重要な情報源の一つとなって

いる．気象庁では，予報官が衛星画像の解析を行っ

ており，まずはDvorak法 (Dvorak 1984)に従い，状況

に応じた制約をかけてT数(tropical number)を求める．

その後，T数と台風のステージを考慮し，CI数(current 
intensity number)を求める(Lushine 1977)．そして，K90
の換算表を用いてCI数を中心気圧と最大風速に変換

している．K90の換算表は1981～1986年の衛星画像と

気象庁ベストトラック（注：RSMC東京が設立された

のは研究対象期間1981～1986年よりも後の1989年の

ことである．ベストトラックは現在，気象庁内にあ

るRSMC東京が管理しており，通常はRSMC東京ベス

トトラックと呼ばれるが，本論文では，気象庁ベス

トトラックという単語を用いる）を照らし合わせた

ことに基づくものである．当時は，米軍合同台風警

報 セ ン タ ー (Joint Typhoon Warning Center; 以 下

JTWC)のサポートを受け，米空軍が恒常的に航空機

観測を実施していた． 
K90に基づくカテゴリーごとの推定された台風強

度の標本平均は，おおむね妥当であることが示され

ている(北畠ら，2018; Knaff and Zehr 2007)．しかし，

個々の台風強度が誤差を含んでいる場合もある．例

えば，Ito et al. (2018)は，K90に基づく推定とTropical 
cyclones-Pacific Asian Research Campaign for 
Improvement of Intensity estimations/forecasts (T-
PARCII)プロジェクトでガルフストリーム IIを用い

て壁雲貫通飛行を行った航空機観測で得られた中心

気圧の観測値の間に差があったことを報告している．

2017年台風第21号(Lan)の2017年10月21日06UTCの観

測についていえば，その差は-10 hPa (ドボラック法: 
935 hPa, 観測 : 925 hPa)であり，2017年10月22日
00UTCの観測についていえば，その差は+15 hPa (ド
ボラック法 : 915 hPa, 観測 : 930 hPa)であった．T-
PARCIIのドロップゾンデデータを同化した数値実

験では，速報解析を基準とした場合には，同化によ

り強度予報誤差が減少していた一方で，気象庁ベス

トトラックを基準とした場合には強度予報誤差が大

きくなっていた．この場合，ドロップゾンデに基づ

く中心気圧推定は速報解析に近かった．このことは，

台風強度予測性能は台風強度推定に不確実性がある

場合には適切に評価できないということを意味して

いる．実際のところ，第2節で示すように，個々の中

心気圧データに存在する二乗平均平方根残差

(RMSD)は24時間予報誤差に近い値となっている．正

確な台風強度解析は，予報にとっても重要である．

というのも，台風強度はデータ同化システムのボー

ガス観測として使われるほか，波浪・高潮予測の入

力としても用いられるからである．さらには，台風

強度推定の品質向上は気候変動が台風に及ぼす影響

を評価するためにも重要である(Kawabata et al. 2024)． 
台風強度解析における誤差の一部は，CI数の決定

の困難さに起因する(Bai et al. 2019, 2023; Nakazawa 
and Hoshino 2009)．現業センターにおけるCI数の推定

の差異は一般には小さい(Bai et al. 2023; Nakazawa 
and Hoshino 2009)が，上層雲が構造を隠してしまう場

合など(Yamada et al. 2021)，値があやしいものとなる

こともある．CI数の決定に加えて，仮に正しいCI数
が与えられていたとしても，K90にみられる回帰曲線

からの残差も個々の推定に誤差をもたらす．Fig. 1に
示すように，K90が構築された際，1981-1986年に航

空機によって観測された個々の中心気圧データは回

帰曲線から大きくずれていることも多かった．台風

強度はK90の手続きに従ってCI数から推定されるが，

現実の台風強度はCI数以外のパラメータにも影響さ

れうる． 
残差は，様々な原因に由来しうるものである．そ

の例として，測定誤差，緯度やサイズに対する依存

性，環境場の海面気圧の違い，不適切な観測データ

の扱い，回帰式を構築する際に混入した不適切なCI
数の判定といったものが挙げられる．そこで，これ

らの誤差を低減できるかどうかを確認することが必

要となる． 
本論文は，K90構築時の手順を改めて調査し，4つ

の観点で改善の可能性があるかどうかを研究する．

第一に，マッチアップの事例を注意深く選択すると

いうことである．例えば，K90の関係式は気象庁ベス

トトラックデータに基づいて構築されているが，全

てのデータが航空機観測に裏打ちされたものという

わけではない．第二に，台風強度の航空機観測の処

理を注意深く確認する必要がある．第三に，CI数は

現代的な方法でより精度よく決定することができる

(北畠ら，2018)．1981～1986年の台風について徳野ら

(2009)が実施したCI数の再解析値を使うことにより，

ドボラック法の手順の近年の改善を反映できる．最

後に，CI数のほかに説明変数を考慮することで，よ

り信頼に足る台風強度推定モデルを構築することが

できる．第四に，個々のデータを緯度，サイズ，移動

速度，環境場の海面気圧を考慮して，最大風速と中

心気圧の関係式を構築したKnaff and Zehr (2007)およ

びその改訂版に当たるCourtney and Knaff (2009)の提

案を参考とした．彼らは，所与の最大風速に対し，中

心気圧の観測値と推定値の間にあったばらつきを低

減することに成功した．本研究において，我々は，
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1981～1986年のデータを用い，中心気圧をCI数だけ

でなく，緯度，台風サイズ，環境場の海面気圧，CI数
の関数として推定する手続きにより，高精度化を図

る．  
災害にとって最大風速が重要であることは言うま

でもないが，本研究では最大風速や最大風速と中心

気圧の関係式ではなく，中心気圧の推定に焦点を当

てる．というのも，1980年代には，中心気圧は中心気

圧の良いプロキシとなる飛行高度及びドロップゾン

デによって妥当な観測が行われていたのに対し，最

大風速は機上からの海面状態の観察と飛行高度の風

速を地上風速に直すという，粗い推定が行われてい

たにすぎなかったためである．また，最大風速の観

測は航路上に限られていた．最終的な最大風速の解

析は，中心気圧に，旋衡風平衡を近似的に表現した

式を適用して得た風速に大きく依存していた

(Atkinson and Holliday 1977; Takahashi 1952)．そのた

め，北西太平洋においては，最大風速推定に向けた

第一歩として，信頼できる中心気圧推定のモデルを

構築することに焦点を当てるのが妥当だと思われる． 
本論文は，以下のような構成となっている．第2節

では，K90の背景と手法について概説する．第3節で

は，事例選択，航空機観測データの扱い，再解析され

たCI数の利用，説明変数の追加について検討する．

第4節では，中心気圧を推定する新たなモデルを提案

し，評価する．第5節では，提案したモデルに関して

さらなる検証を行う．そして，第6節でまとめと結論

を述べる．本研究は，より正確に台風の中心気圧を

推定することに貢献するのみならず，台風予測や精

度検証の信頼性を高め，気候変動の台風への影響を

より正確に評価することにも貢献するであろう． 

の再検討

 
K90が書かれた当時，Dvorak (1975)やDvorak (1984)

の関係式は利用可能であったが，K90は，気象庁が解

析したCI数と台風強度(中心気圧及び最大風速)の関

係を明らかにすることを目的としていた．ここでは，

当時の事例選択，航空機観測データの扱い，CI数，回

帰式の構築について簡単に振り返ることとする．  
 

事例選択

1987年までの台風強度推定は米空軍とJTWCによ

って実施された航空観測に依拠していた．気象庁は，

CI数を求め、ドボラック解析を実施するという作業

のルーチン化を1987年の3月に開始している．木場ら

は，1981～1986年に気象庁ベストトラックにおける

生涯最低中心気圧が950 hPaもしくはそれ以下となっ

た50個の台風を利用した．ただし，この条件に該当

すべき，あるいは，該当すべきでない台風事例が2つ
存在する [後述する1981年台風第27号(Doyle)と1982
年台風第18号(Judy)]．生涯最低中心気圧が950 hPaよ
り高い事例が扱われなかった理由は定かではないが，

これにより，弱い台風への過度な適合で非常に強い

台風の強度推定の品質が悪化する事態 (Knaff and 
Zehr, 2007)は効果的に避けられた．彼らは，6時間お

きではなく，12時間おきにベストトラックデータ(00 
UTCと12 UTC)を用いた．50個の台風には，少なくと

も各10回以上航空機観測が実施されたが，気象庁ベ

ストトラック記録のうち約40%に関しては，前後3時
間に根拠となる航空機観測が実施されていない．こ

れは，不確実性を生み出すひとつの要因と言えるだ

ろう．残念ながら，K90を構築するのに用いられた

個々の記録は見つかっていないが，いくつかの基本

的な特徴については，K90の本文，表，図を用いて議

論することができる． 
K90の本文によると，50個の台風が解析されたと

の記述がある．しかし，台風のリスト(K90の第2表)に
は48個の台風しか掲載されていない．また，以下の

ように，適切でない記述が複数見られる． 
 

・1984年台風第27号(Doyle)は，生涯最低中心気圧が

940 hPaであり，かつ，航空機観測も利用可能であ

Fig. 1 Number of samples used to construct a 
regression curve connecting the CI 
numbers to the MSLP (reproduced from 
the numbers in Fig. 2a om K90). A 
standard deviation of 12.99 hPa from the 
regression curve is also shown. 
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ったが，表には掲載されていない． 
・逆に，1982年台風第18号(Judy)は生涯最低中心気圧

が955 hPaであったが，表に掲載されている． 
・1984年台風第6号の国際名Dinahが誤ってDainahと
されている． 

・ 1981年Agnes, Clara, Elsie ， Gay, 1986 年Carmen, 
Carmen, Forrest, Joeに誤った番号が振られている．

例えば，Agnesは1981年第18号であるが，表には第

20号と記録されている．誤った番号が振られたた

め，生涯最低中心気圧が950 hPaより低かった2つの

台風[1981年台風第26号(Irma)と1986年台風第26号
(Kim)]がK90の第2表から漏れている．本文中で50
個の台風とされたものが，表には48個しか記載さ

れていないのは，これが理由となっている可能性

がある．ただし，これらの2つの台風はK90の第2表
には記載されていないものの，その経路はK90の第

1図に掲載されている．そのため，K90の解析には

使われたものと推測される． 
 
K90は全事例数を855個と報告しているが，我々が

気象庁ベストトラックを用いて12時間おきのデータ

の事例数を調べたところ，50個の台風では811個であ

り，1984年台風第27号(Doyle)を加えたとしても事例

数は822個であった．この不整合の原因は不明である

が，K90における中心気圧の頻度分布と我々が調べた

中心気圧の頻度分布はよく似ている(Fig. 2)．そのた

め，今後の結果や結論に大きく影響することはない

ものと思われる． 

航空機観測データの処理

K90は回帰式を構築する際に気象庁ベストトラッ

クを用いている．航空機観測データが利用可能な場

合，ベストトラックにおける中心気圧と航空機観測

に基づく中心気圧の相関は0.99である．このように

ベストトラックデータは，データが利用可能な場合

には，航空機観測に大きく依存していた．当該期間

には，ドロップゾンデ観測値と飛行高度から変換さ

れた値が用いられていた．当時，気象庁で飛行高度

から中心気圧を求めるために用いられていた変換式

(渡辺の式)は，以下のものであった(北畠ら 2018)． 
 634 0.1194cP x= +  (1) 

ここでPcは中心気圧，xは700 hPaにおける飛行高度で

単位はメートルである． 
本研究では，中心気圧推定に主に焦点を当てるが，

最大風速解析に興味のある読者もいるものと思われ

る．当時解析作業を行っていた方に話を伺うと，海

面状態の観察に基づく最大風速の推定値やフライト

レベルの風速は頻繁に報告があったものの，最大風

速解析は主に中心気圧からの換算結果に依拠してい

たとのことである(饒村曜氏，私信，2022年10月31日)．
海面状態の観察に基づく最大風速推定と飛行高度風

速の両方が記録されている事例について，気象庁ベ

ストトラックにおける最大風速と各情報源との相関

係数を計算したところ，気象庁ベストトラックの最

大風速と海面状態の観察に基づく最大風速推定値の

相関係数は0.70，気象庁ベストトラックの最大風速

と飛行高度高度風速の相関係数は0.84であった．そ

れに対し，気象庁ベストトラックの最大風速と，気

象庁ベストトラックの中心気圧Pcを 
 

max 6.0 1010 cV P=  −   

で変換 (Takahashi, 1952)した最大風速Vmaxとの相関

は0.97であった（注：当時，中心気圧から最大風速へ

の変換に用いられた式には何種類か存在した．饒村

曜氏，私信，2022年10月31日)．． 
このことはベストトラックにおける最大風速が，

海面状態の観察に基づく海面最大風速推定や飛行高

度風速といった情報ではなく，気象庁ベストトラッ

クの中心気圧に大きく依存していたことを示してい

る． 
 

数

K90では，CI数はドボラック法により，衛星赤外強

調画像を用いて推定しているが，日中については衛

星可視画像も参照している．4人の熟練した解析者が

このプロジェクトに関わっていたが，判断が難しい

際に2人で実施した場合を除いては，解析者はひとり

でCI数を決定したものと思われる．陸上を通過し，

減衰した場合の台風のCI数の決定については，Koba 
et al. (1991b)のアルゴリズムに基づいている． 
 

Fig. 2 Number of samples from Fig. 2 in K90 
(red) and our count for the 12-hourly best 
track data (blue). 
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回帰式

K90は中心気圧及び最大風速を，CI数を説明変数

とする2次関数としている．全事例に対し求められた

回帰モデル（注：式(2)はK90の第2図aから採ったもの

である．K90の66ページに記載されている式は誤って

いる）は 
 21.53CI 3.03CI 1010.01cP = − − +  (2) 

 2
max 0.09CI 13.49CI 8.38V = + +  (3) 

である．ここで，Pcは中心気圧で単位はhPa，Vmaxは

10分平均最大風速で単位はktである．この回帰式の

出力結果をもとにした表が現業解析で用いられてい

る．K90は，発達中の事例や減衰中の事例に関する回

帰式も導出している．発達期においては，中心気圧

は，CI数が4.0より小さい（大きい）場合，高め（低

め）になることを示しているが，K90は発達率を考慮

しない式(2)の利用を推奨している．彼らはDvorak 
(1984)において，強い台風の強度が過剰になると述べ

ているが，これは近年の調査結果とも整合的である

(Knaff and Zehr, 2007)． 
K90の第2図により，回帰式からの個別のデータの

ずれについてのRMSDは12.99 hPaとなることがわか

る（ただし，ベストトラックを5 hPa単位に丸めた誤

差を含む）．このことは，仮にCI数を適切に割り当て

たとしても，個々の中心気圧推定値は真値から大き

く離れうるということを示唆している．これを，近

年の気象庁による台風強度予報誤差と比較すると

(2017～2021年のRSMC東京の年報に基づいて計算す

ると，24時間予報誤差と72時間予報誤差はそれぞれ

11.9 hPaと18.1 hPaである)，中心気圧推定の大きな誤

差は，データ同化を通じて後の台風強度予報の精度

を悪化させ，特に個々の事例についての正確な予測

精度評価を困難にしている可能性がある． 
 
改善可能性

 
ここまでに見てきたK90の手続きを踏まえ，精度

のよい台風強度推定モデルの構築に向けて，事例解

析，航空機観測データの扱い，CI数，説明変数の追加

に関し，以下の通りとした． 
 

事例選択

K90の回帰式の構築にあたっては，対象時刻に近

い航空機観測があるかどうかに関わらず，気象庁ベ

ストトラックデータが用いられていた．中心気圧は，

解析時刻に近い時刻に航空機観測がある場合には信

頼できるが，解析時刻に近い時刻に航空機観測がな

い場合にはあまり信頼できない．そこで，解析時刻

近傍で利用可能な場合に限って，航空機観測データ

を用いて回帰式を構築することは理に適っている．

また，生涯最低中心気圧が940 hPaであった1984年台

風第27号(Doyle)を含めることも妥当であろう．加え

て，K90では12時間おきのデータを用いていたが，6
時間おきの航空機観測を用いることとした． 

 
航空機観測データの処理

K90と同様の1981～1986年のデータについて検証

を行った．航空機観測データは，1981～1985年につ

いてはJTWC年報に掲載されているものを用い，1986
年についてはJTWCからデータ提供を受けた．ただし，

我々が基礎的な検証を行った際に記録が怪しいと思

われる場合には，1951年以降のJTWCの航空機観測デ

ータが記載されている気象庁の気象要覧も参照した．

基礎的な品質管理としては，以下の作業を行った． 
 

・観測鉛直レベルが1500 ftとされているにも関わら

ず，それとは異なる700 hPa高度が記載されている

事例が散見される．いうまでもなく，700 hPa高度

を1500 mにおいて直接観測することはできない．

近傍のデータとの整合性を確認し，我々は，観測鉛

直レベルを700 hPaとすべきところ，誤って  1500 
ftと記入したものとみなし，700 hPa高度を中心気圧

推定に用いることとした． 
・航空機観測に基づくある中心気圧(MSLPaとする)
がスパイク状である場合，MSLPaは利用しないもの

とした．ここで，スパイク上であるということは以

下のように定義する． 

|MSLPbefore – MSLPa| > 30 hPa, 

|MSLPafter – MSLPa| > 30 hPa, 

(MSLPbefore – MSLPa)(MSLPafter – MSLPa) < 0, 

ここで，MSLPbeforeとMSLPafterは，MSLPaを観測した

時刻の前6時間，後6時間以内に得られた航空機観

測に基づく中心気圧を表している． 
・700 hPa高度が3200 mより高い場合，データを利用

しないものとした． 
・ドロップゾンデ観測と飛行高度の両方が利用可能，

かつ，両者に基づく中心気圧の推定値が10 hPa以上

異なる場合にはデータを採用しなかった． 
 

700 hPa飛行高度の中心気圧への換算には，以下の

Jordan (1958)の式を用いた． 
 645 0.0115cP x= +  (4) 
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式(1)の代わりにJordan (1958)を用いたのは，渡辺の

式(1)により，バイアスが混入するためである．ドロ

ップゾンデによる観測値と飛行高度から式(1)により

換算された中心気圧を比較すると，飛行高度から換

算した中心気圧は非常に強い台風について中心気圧

を低く出すバイアスがあり，中程度～弱い台風につ

いては高めに出す傾向がある(Fig. 3a)．飛行高度とド

ロップゾンデデータの間での線形回帰式を求めると 
 646 0.01145cP x= +  (5) 

となる．これは，式(4)で表されるJordan (1958)の関係

に極めて近い。そのため，Jordanの関係式を用いるこ

とはドロップゾンデに基づく中心気圧と飛行高度か

らの変換によって得た中心気圧の整合性を高めるこ

とになる．ドロップゾンデは，参照値としての役割

を果たす中心気圧の直接観測値を与えるものである．

ドロップゾンデと飛行高度のデータの双方を，台風

強度解析モデルの構築に用いた．ドロップゾンデに

基づく中心気圧が真の中心気圧から数hPaずれてい

る場合があることは認めざるを得ない．例えば，明

瞭な眼の無い弱い台風の中心位置を正確に同定する

のは困難である．また，観測が得られる地点は水平・

鉛直方向に海面台風中心とはずれている可能性もあ

る。米国ハリケーンセンター (National Hurricane 
Center)では着水時の風速に応じて中心気圧を補正し

ているが，著者らは同様の補正が当時行われたのか

どうかは把握していない．少なくとも，当時は正確

な着水時風速を正確に観測することはできなかった

はずである． 
 

数

K90が用いたCI数の記録は残っていないが，徳野

ら(2009)が1981～1986年の台風について行ったCI数
再解析の結果は利用可能である．徳野ら(2009)は以下

のようにCI数解析を行った． 
・生涯で最も大きなT数をはじめに決定し，そのあと，

時間的に前方・後方にドボラック解析を行う．これ

は，急発達する台風の強度解析を行う際に有効にな

る．ただし，これは，気象庁の現業速報解析のプロセ

スとは異なることに注意が必要である． 
・3時間ごとの画像をアニメーション表示し，6時間

ごとのドボラック解析を行う． 
・正方格子図法を用いる．この図法は，画像の歪みが

少ない． 
 

北畠ら(2018)は，徳野ら(2009)のCI数の品質を指し

て，「今回のほうが解析精度は高く均質であると考

えられる」と述べている．  
 

説明変数の追加

Knaff and Zehr (2007)が説明した通り，台風の接線

風速v，中心気圧 Pcは傾度風平衡の関係を通じて，以

下のように結びついている． 

ここで  は密度，rは中心からの距離，Rは中心から

環境場を測る地点までの距離，fはコリオリパラメー

タ，Penvは環境場の海面気圧である．この式は，中心

気圧が単なる接線風速の関数ではないことを示して

おり，中心気圧と最大風速の関係を考える際に，台

風のサイズ，コリオリパラメータ（または緯度），環

境場の海面気圧も考える方がよいことを示している 
(Bai et al. 2023; Courtney and Knaff 2009; Knaff and Zehr 
2007)．中心気圧とCI数の関係を考えているK90の枠

組みにおいても，中心気圧がCI数以外のパラメータ

とどのように関係しているのかを調べることは有益

である．CI数は中心付近の雲の状態により決定され

Fig. 3 Anomaly in the converted MSLP from aircraft altitude with respect to the dropsonde-based MSLP. 
The conversion uses (a) Watanabe’s equation and (b) Jordan’s equation.  
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ているものであり，渦度，対流，中心付近の気温，鉛

直シアを反映している(Velden et al. 2006)．一方で，

CI数は台風のサイズや緯度，環境場の海面気圧の情

報にあまり依存していない．ゆえに，台風のサイズ，

緯度，環境場の海面気圧を中心気圧のばらつきを説

明する説明変数として加えることは，理に適ってい

る．これらの変数に加えて，K90では中心気圧とCI数
の関係が発達率に依存することも示していた．その

ため，発達率を説明変数に加えることも有益となる

可能性がある． 
我々が提案する回帰式はKnaff and Zehr (2007)や他

の研究者が構築したものに似ているが，いくつかの

違いもある．先行研究では，台風の移動速度を考慮

していた．しかし，提案する回帰式では風速を陽に

は扱っていないため，台風の移動速度を最大風速の

調整には用いていない．また，緯度と台風サイズを

二つの独立な説明変数として考えるモデルだけでな

く，緯度と台風サイズの積を一つの説明変数とする

モデルも提案する．これは，式(6)の形から，両者の

積が中心気圧により関連が深いことが分かるためで

ある． 
 
中心気圧のモデル

 
回帰式及びデータの扱い

これまでの考察を踏まえ，Table 1に示す9つの式を

検証することとした．まず，K90により提案された回

帰式をCTRLとする．CTRLにおいては飛行高度を中

心気圧に換算する際に渡辺の式を用いるが，それ以

外の回帰式においては，Jordanの関係式を用いる．回

帰式JORDANは精度の飛行高度変換式に対する依存

性を確認するために用いる．CIOPTIMは徳野ら

(2009)のCI数に対し，二次関数で最適化した回帰式で

ある．DEVELOP，LAT，SIZE，PENVの各回帰式は，

CIOPTIMに似ているが，それぞれ，発達率，緯度，

サイズ，環境場の海面気圧を回帰式に入れたもので

ある．回帰式TEST1はCI数，発達率，緯度，台風サイ

ズ，環境場の海面気圧を全て考慮したものである．

回帰式TEST2は回帰式TEST1とほぼ同じだが，緯度

と台風のサイズを2つの独立な説明変数として採用

する代わりに，緯度と台風のサイズの積を1つの説明

変数として採用したものである．これらの回帰式の

比較を通じ，CI数の更新，飛行高度から中心気圧へ

の変換，3.4節で議論した説明変数の追加によって，

品質管理済みの航空機由来(ドロップゾンデまたは

飛行高度からの変換)の中心気圧観測に対する，中心

気圧の解析精度向上について調べることが我々の目

的である． 
我々は，1981年から1986年の間に生涯最低中心気

圧が950 hPa以下となった台風に，1982年台風第18号
(Judy)を加えた51個に関する，6時間おきの航空機観

測由来の観測データを利用した．ここで用いた台風

の事例は，新たに加えられた 1984年台風第27号
(Doyle)を除いて，K90と同じサンプルであると考え

られる． 
CI数には徳野ら(2009)のものを利用した．気象庁の

現業解析においては，T数の最大変化は6時間で±1.0，
12時間で±1.5，18時間で±2.0，24時間で±2.5となる

ように制限されている（北畠ら，2018）．徳野ら(2009)
はこの縛りがある場合とない場合の2つのバージョ

ンのCI数を求めている．この縛りがないCI数を用い

た方が，二乗平均平方根残差(RMSD)がやや小さかっ

たため(TEST1で0.4 hPa程度)，以後，この縛りが無い

場合について結果を示す． 
3.2節で示した基本的な品質管理を適用したのち，

6時間ごとの中心気圧をドロップゾンデまたは飛行

高度から計算する．ただし，解析時刻の前後3時間に

航空機観測データが存在する場合に限る．ドロップ

 
Table 1 Regression models tested in this study.   is latitude in degrees and R is a size parameter in 

km. 
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ゾンデと飛行高度の両方が利用可能な場合(444事例)，
その平均値を中心気圧の観測値とした．ドロップゾ

ンデと飛行高度由来の中心気圧に存在する誤差は互

いに打ち消しあう可能性が高いためである（注：444
事例を用いて，表1にあるTEST1におけるRMSDはド

ロップゾンデ観測を中心気圧に採用すると9.60 hPa
である．一方で，同じサンプルに対し，ドロップゾン

デ観測と飛行高度からの推定値の平均を用いると対

応するRMSDは9.55 hPaとなった）．もし，複数の航

空機観測が解析時刻の3時間以内にある場合には，解

析時刻に最も近いものだけを用いた．また，台風中

心が過去12時間以内に陸地から0.1°以内に存在し

た場合には，データを用いなかった．飛行高度から

中心気圧への変換には式(1)と式(4)を用いている．

我々が回帰式の構築に使ったのは全部で877事例で

ある． 
説明変数として用いる緯度には気象庁ベストトラ

ックを用いた．CI数の変化( 24CI )には現在のCI数と

24時間前のCI数を用いた．もし，24時間前のCI数が

無い場合には，CI数の変化は0とした．台風サイズの

推定に関して，1981～1986年の30kt風速半径(R30)は
気象庁ベストトラックに掲載されており，現業目的

ではサイズを表すのに適しているようにも思われる．

ただ，このR30は，当時，基本的には，船舶・ブイの

情報，衛星観測，雲の情報に基づいて決められてい

たが，中心気圧にも依存していた(気象庁，1990)．そ

のため，ベストトラックのR30を説明変数として加え，

回帰式の係数を決めることは適切ではない．また，

別の問題として，R30の推定値の性質が過去数十年間

で大きく変わってきたことも挙げられる．R30と中心

気圧の相関係数を計算すると，1981～1986年では-
0.61であったのに対し，2016～2021年では-0.40とな

る．これは，当時の気象庁ベストトラックのR30を用

いて最適化を行うと，現代の現業用途としては良い

結果を示さないということを示唆している．そのた

め，我々はERA5における台風サイズが直接的に中心

気圧に影響されていないことを踏まえ，ERA5に基づ

き方位角平均接線風速が20 ktとなる半径(R20ERA)を
台風のサイズとして採用することとした．ERA5にお

ける台風中心位置は，3×3のグリッドで移動平均を

かけた海面気圧場において最低気圧を示した地点と

し，その中心に対して方位角平均接線風速を計算し

た．方位角平均した接線風速の最大値が20 kt以下と

なる場合，もしくは，R20ERAが100 km以下の場合に

は，台風サイズは100 kmとした．環境場の海面気圧

はR20ERA+100 kmからR20ERA+300 kmまでの円環内平

均値とした．5.2節では，気象庁ベストトラック，

JRA55(Kobayashi et al., 2015)の方位角平均接線風速

20 kt以上の半径，最も外側の閉じた等圧線の半径

(ROCI)をそれぞれサイズとした実験の結果について

示す． 
 

結果

それぞれの回帰式の係数をTable 2に，航空機観測

データに対するRMSDをTable 3とFig. 4に示している．

Table 3は2種類のRMSDを示しているが，これは，航

Table 2 Coefficients in the regression models. 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Table 3 RMSD (in hPa) is the root mean squared 
differences between the model outputs 
and reference data that are not subjected 
to the rounding, while <RMSD> applies 
the rounding to 5-hPa bins. The number 
in the parenthesis represents the number 
of cases in which the deviation from the 
aircraft-based observation is larger than 
25 hPa. 
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空機観測の中心気圧と回帰式における中心気圧を強

度解析の5 hPaごとに丸めた場合の誤差の影響につい

て調べるためのものである．中心気圧を5 hPa単位に

まとめた場合の丸め誤差を考えたのは，K90の第2図
においてみられたRMSD(12.99 hPa)と対等に比較を

行うためである．CTRLにおける5 hPa単位にまとめ

ない場合のRMSDは12.54 hPaであった．これは，2節
で見たK90の推定RMSDよりも小さくなっている．こ

の違いは，事例選択やCI数の違い，丸め誤差に起因

するが，このうち，0.08 hPa程度の増加が5 hPa単位に

まとめることで説明できた（Table 3）．徳野ら(2009)
のCI数は，K90のCI数に比べて，現在の気象庁現業ド

ボラック解析に近いとすると，現業ドボラック解析

でK90を用いることにより，台風強度解析が品質を落

とすといったことはなさそうである．JORDANにお

いては，RMSDは12.29 hPaであり，CTRLよりも小さ

くなっていた．これは，Jordan (1958)を用いることに

より，ドロップゾンデに基づく中心気圧と飛行高度

から換算した中心気圧が整合的になったためである．

CIOPTIMでは，RMSDは11.86 hPaとなり，CTRLや

JORDANよりも小さくなった．これは，徳野ら(2009)
が，CI数を精度よく決めたことにより，データのば

らつきが抑えられたことを反映しているものと思わ

れる． 
発達率，緯度，台風サイズ，環境場の海面気圧のい

ずれかを説明変数として加えた場合 (DEVELOP, 
LAT, SIZE, PENV)，RMSDはCIOPTIMに比べて，0.48-
1.40 hPa低下した．このことは，CI数の他に説明変数

を追加することで，MSLPのばらつきの一部を説明で

きるということを示している，これは，Knaff and Zehr 
(2007)が最大風速と中心気圧の関係について示した

のと同様である．特に，緯度やサイズを説明変数と

して加えた場合には，大きな改善が認められた． 
TEST1は，サイズと緯度を別々の独立変数として，

4つ全てを説明変数として加えたものである．TEST1
のRMSDは9.34 hPaであったが，これは，CTRLに比べ

ると25.5%小さい．このことは，現代的な手法で求め

られたCI数をもとに，新たな説明変数を考慮した最

適化により，中心気圧解析の品質を向上させ，飛行

高度と中心気圧の関係を適切に調整した航空機観測

と整合させられるということを意味している． 
Fig. 5は，航空機観測に基づく中心気圧に対し，

CTRLとTEST1のモデルにより得られた中心気圧を

比較したものである．この図から，全ての強度にお

いて，TEST1がより整合的であるということが明ら

かである．強度解析誤差が著しく大きな事例の数

Fig. 4 Relationship between the regression models and their RMSDs. 
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は，TEST1で大幅に減少している（Table 3，Fig. 5）．

25 hPa以上のずれが見られた事例の数はCTRLで43
事例あったのに対し，TEST1では7事例のみであった．

大外し事例が起こりにくいということは，TEST1の
回帰式が安定していることである．ただし，900 hPa
未満の台風強度を適切に再現することのできるモデ

ルが一つもなかった点は注意が必要である．これは

強度解析上，解決すべき問題だといえよう．この問

題には，CI数8.0の雲パターンが，特定されていない

ことに関係していると考えられる．K90や徳野ら

(2009)におけるCI数は最大でも7.5であり，900 hPaを
大きく下回るような台風の中心気圧をドボラック法

で得ることはできていない（注：現在の気象庁現業

ドボラック解析では，CI数を8.0とすることがある）．

事例数は多くはないものの，この点は将来的に再検

討を要するものである． 
TEST1において大きな残差が見られた事例のうち

3つは1983年台風第10号(Forest)に関するものである．

例えば，1983年9月23日12UTCにおけるT数とCI数は

それぞれ5.5と6.0でTEST1は936 hPaを示している．し

かし，ドロップゾンデ観測によって得られた値は902 
hPaであった．これは，衛星が小さな台風の目を捉え

られなかったことによるものかもしれない．直径6マ
イルの小さな円形の眼が存在したことが航空機によ

り報告されている．一方で，徳野ら(2009)は，衛星画

像に基づき，その時刻において，"ragged eye"，すな

わち，眼を形成している雲の壁が不規則な形状をし

ている，または，中に別の雲を含んでいるものと判

別している．もし，衛星画像が現在のように鮮明で

あったならば，CI数はもっと高かったかもしれない．

別の事例としては1981年台風28号(Kit)の1981年12月
19日00UTCの事例が挙げられる．このとき，航空機

観測では975 hPaであったが，これはTEST1の出力結

果(946 hPa)に比べてかなり弱い．徳野ら(2009)はこの

ときのCI数を6.0としたが，JTWCはCI数を4.5として

いる．この場合，CI数の特定の難しさが解析誤差に

影響した可能性がある． 
TEST2はTEST1とよく似ているが，サイズと緯度

を別々に2つの独立変数として扱うのではなく，サイ

ズと緯度の積を独立変数としたものである．TEST2
のRMSDは9.32 hPaであり，TEST1のRMSD (9.34 hPa)
に非常に近い値となっている．台風の循環は極側に

Fig. 5 Comparison of aircraft-based observations and regression models for CTRL and TEST1. 
 

 
Table 5 Experiment set to check the dependency 

of the skill of TEST1 on the definition of 
size (R), environmental pressure (Penv), 
and dataset. The subscripts R, J, and E 
respectively represent the data from the 
JMA best track, JRA55, and ERA5. An 
overbar denotes an area average. Dataset 
A is the same as that used in Section 4. 
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動くにつれ広がる傾向にあり，両者には強い相関が

ある．これは，両者の結果が大きく変わらないこと

になった原因のひとつと考えられる． 
 
議論

 
交差検証

TEST1やTEST2が良い結果を示したのは，複数の

パラメータで説明を試みたためだという疑いが残る．

TEST1やTEST2のモデルが意義のあるものであるこ

とを確かめるため，K-fold法による交差検証を行った．

この手法では，1981～1986年のうち，ある5年分を回

帰式の構築に用い，残りの1年分を検証用に用いると

いう作業を繰り返していく．Table 4は，RMSDを表し

ている．TEST1はCTRLに比べて誤差が22.7%小さく

なっている．TEST2のモデルは，TEST1よりもやや改

善率が上がっている(23.9%)．これは，TEST2におい

て，少ない説明変数でTEST1と同等程度に変数のば

らつきを説明できているからであろう． 
 

サイズおよび環境場の海面気圧の定義に

対する依存性

各モデルの成績が，台風のサイズや環境場の海面

気圧の選び方にどのように依存しているかを検証し

た．サイズに関しては，方位角平均した接線風速が

20 ktとなる半径(R20)と最も外側にある閉じた等圧

線(ROCI)をJRA55とERA5から計算し，さらに，気象

庁ベストトラックにおけるR30も用いた．R20やROCI
については，グリッドスケールのノイズの影響を低

減するため，3×3グリッドの移動平均をかけた海面

気圧場を用意する．そして，移動平均をかけた場の

最低値を示す位置を台風の中心位置とする．ROCIの
計算手続きは以下のとおりである．(1)台風中心から

半径方向に1 km，方位角方向に0.5°ごとに計算格子

点を定義し，海面気圧場を内挿する．(2)ある海面気

圧に注目するとき（最初は中心気圧を繰り上げた整

数），中心から半径方向に伸びた720本の線上で，そ

れぞれ，その海面気圧を上回る最も内側の格子点を

決定する．(3) (2)で決めた格子点をつなぐように等圧

線を引いたとき，各直線の半径方向の長さに比べて，

接線方向に長いという条件が全ての隣り合う線上で

満たされている場合，等圧線が閉じているとみなす．

(4)等圧線が閉じているとき，1 hPaを加えて(2)から操

作を繰り返す．もし，等圧線が閉じていない場合に

は，最も外側の閉じた等圧線の中心からの距離の平

均値をROCIとする．(5)最後に，ROCIにおける海面気

圧に1 hPaを足した値を環境場の海面気圧とする．も

し，R20やROCIが100 kmより小さい場合には，台風

のサイズは100 kmとした．気象庁ベストトラックに

おけるR30は，R30の長径と短径の単純平均とした．

これらの設定はTable 5にまとめている． 
Table 6は，LAT, PENV, TEST1, TEST2の各回帰式

についてのRMSDを示している．概して，成績は再解

析データセットの種類には依存していなかった．気

象庁ベストトラックにおけるR30を用いた場合の

RMSDは，再解析データに基づくR20を用いた場合の

RMSDと近い値になっている．実験C, D, E, Fを比較

すると，モデルの性能は環境場の海面気圧を定義す

る半径にもあまり影響されない．ERA5は台風ボーガ

スを通じたMSLPの利用をしていないにも関わらず，

実験Aを用いた場合の性能は良い．ROCIを用いた場

合の性能は，PENVについては良いものの，その他で

は，若干精度が悪くなっている． 
 
まとめと結論

 
気象庁は，CI数を台風強度(最大風速や中心気圧)に

変換する際に木場ら(1990)の換算表を用いてきた．近

年の研究は，木場らの変換表は平均については妥当

Table 4 RMSDs (in hPa) in the K-fold cross validation for CTRL, JORDAN, CIOPTIM, TEST1, and 
TEST2. The category “all” was calculated as the square root of the sum of  squared errors in all 
years. 
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だと評価しており，これまでの現業解析や予報に多

大なる貢献を果たしてきたことは論を俟たない．し

かし，回帰曲線と個別の中心気圧データとの間にあ 
るずれは二乗平均平方根残差 (RMSD)にして13.0 

hPaにもなると推算される．ゆえに，より良い強度解

析を実現するためのモデルを構築することが求めら

れており，そのようなモデルができれば，予報や予

報精度の検証も正確になると考えられる．このよう

な現状認識を踏まえ，我々は木場ら(1990)のモデル構

築プロセスを再検討し，事例選択，航空機観測デー

タの確認，再解析CI数の利用，説明変数の追加の観

点から改善できる可能性があるかどうかを調査した． 
始めに，事例選択について調査を行った．木場ら

は12時間ごとの気象庁ベストトラックを用い，生涯

最低中心気圧が950 hPa以下となる事例について解析

を行っていた．本研究では，6時間ごとの中心気圧を

参照値とし，解析時刻の前後3時間に航空機観測デー

タが存在する事例に限定した．飛行高度から中心気

圧への変換については，当時気象庁で用いられてい

た変換式がバイアスを生んでいたため，変換式を更

新したところ，モデルと航空機観測の間のRMSDは

小さくなった．また，徳野ら(2009)が現代的な手法で

実施したCI数再解析を用い，それに対する最適化を

図ったところ，RMSDはさらに減少した．これらの作

業に加え，新たな説明変数（発達率，サイズ，緯度，

環境場の海面気圧）を中心気圧推定のモデルに加え

た．その結果，いずれの説明変数も，RMSDを減少さ

せるのに寄与していた．中でも，サイズや緯度が重

要であった． 
これらの効果をすべて考慮に入れることにより，

以下に示すモデル（Table 2のTEST1及びTEST2）にお

けるRMSDは構築時において9.34 hPa及び9.32 hPa，
K-fold交差検証時において9.69 hPa及び9.54 hPaとな

った． 

Table 6 Derived equations and RMSDs (in hPa) of SIZE, PENV, TEST1, and TEST2 for the experimental set  
in Table 5. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

― 145 ―



2
24

env

2.17CI 5.43CI 1.73 CI 0.367 0.0227
5.78 (7)

cP R
P

= − + + − −
− +　　　 　                  　　　　 　

 

2
24

env

2.21CI 5.68CI 1.39 CI 0.00113
12.81 . (8)

cP R
P

= − + + − 
− +　　　 　　　　　　　　　　　　

 

CTRLに比べると，航空機観測値からの残差はモデ

ル構築時において25%以上低下しており（Table 3），
交差検証時には22%以上低下している（Table 4）．も

し，木場ら(1990)の元の図表に比べると，最適化によ

ってRMSDは28%以上低下し，9.3 hPaになったことが

分かる．回帰式の係数を見ると，あるCI数について，

高緯度にある大きな台風で環境場の海面気圧が低い

ときに，モデルの中心気圧が低くなる．また，回帰式

により，実際の台風強度の変化はCI数の変化に遅れ

ている．台風のサイズや緯度の情報を加えることに

より中心気圧のばらつきが小さくなるということは，

CI数が台風中心付近の構造に関係しているのに対し

て，中心気圧は周囲の状況にも依存しているという

ことを表しているのであろう．この結果はロバスト

であるものの，台風のサイズや環境場の海面気圧，

あるいは，そのもととなるデータセットに若干の影

響されるものであった（Table 6）．新たな回帰式は，

直接的には台風強度解析に貢献するものであるが，

予測，予測の検証，気候変動影響の監視にも貢献し

うるであろう． 
CI数と中心気圧の関係が過去40年間にわたって変

化してきた可能性があることについては留意してお

く必要がある．この問題については，将来的に，北西

太平洋における航空機観測ミッションや，CI数とい

うものの物理的な理解を深めていくことを通じて，

再検討すべき点であろう．また，衛星マイクロ波や

自動解析ツールはCI数の品質をさらに改善させるこ

とに貢献する(Olander and Velden 2019; Oyama 2014)．
この点も重要であり，さらなる研究を行う必要があ

る． 
本研究では，最大風速については，それほど議論

を行ってこなかった．多くの研究や現業機関では，

予報官は始めに最大風速を解析し，その後，最大風

速と中心気圧の関係式を用いて中心気圧に変換して

いる．しかし，北西太平洋において，1981～1986年の

ベストトラックの最大風速は観測値で得ることが難

しかったため，中心気圧からの変換に負うところが

大きかった．もし，中心気圧を最大風速からの変換

によって得る場合，最大風速の解析誤差と変換に掛

かる誤差の両方の影響を含むことになる．始めに中

心気圧を可能な限り正確に求め，そのあとで，相対

的に信頼できる中心気圧を参照して最大風速を導出

する方が，科学的には健全である．本研究で示した

ように，中心気圧の不確実性は定量的に測れるとい

うことも大きい．もちろん，防災や減災のためには，

最大風速を精度よく求めることは非常に重要である．

そのためには，Knaff and Zehr (2007)の関係式を通じ

て，中心気圧を最大風速に変換するというのが一つ

の方法だろう．というのも，この関係式は，大西洋や

北東太平洋の現場観測やリモートセンシング観測に

基づいて決められた，相対的に信頼できるものだか

らである．本研究の範囲を超えるが，他の手法とし

て，北西太平洋における台風中心付近の密なGPSド
ロップゾンデ観測(Yamada et al. 2021)，地上レーダー

に基づくドップラー風速の観測(Shimada et al. 2016)，
合成開口レーダーによる風速観測(Zhang et al. 2014)
も考えられる． 
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付 録 

 
本文では，航空機観測を用いて，中心気圧を出力

する回帰式を信頼できる形で構築することを目的と

していたが，気象庁ベストトラックを参照値として，

中心気圧や最大風速に関する回帰式を構築すること

も現業解析にとっては有益かもしれない． 
そこで，4節と同じ事例，サイズ，環境場の海面気

圧を用いて回帰式を構築した．ただし，最大風速の

最適化には，環境場の海面気圧は用いていない．得

られた回帰式とそのRSMDをTable S1に示している．

概して，気象庁ベストトラックの中心気圧を参照値

としたときのRSMDは航空機観測を参照値とした場

合のRMSDに比べて小さくなっている．航空機観測

に基づく中心気圧と気象庁ベストトラックにおける

中心気圧の相関は非常に高い値を示していた (0.99)
が，19個の事例においては，差異が10 hPaを超えてい

た．そのような事例の大部分においては，航空機観

測に基づいて観測された台風の急発達が，気象庁ベ

ストトラックでは緩やかな変化に変わっていた．予

報官によるこのような修正が，適切であったかどう

かについて，著者は確信が持てない．ただ，参照値を

変更してRMSDが小さくなったということが，性能

向上を意味するわけではないことには注意が必要で

ある．というのも，現実の台風は急発達しているの

に対して，回帰モデルが急発達を予測するのが苦手

であるということも考えられるからである． 
気象庁ベストトラックとモデル間における最大風

速の間のRSMDは，CI数の変化と緯度，サイズを考慮

することにより，20%以上低下している．ただし，2.2
節で述べたように，気象庁ベストトラック上の最大

風速は，気象庁ベストトラックの中心気圧に大きく

依存しており，現実の最大風速とは異なる可能性が

あることに注意が必要である． 
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Table S1 The derived equations and RMSDs with respect to the RSMC Tokyo best track data. The units of 
RMSDs for MSLP and Vmax are hPa and kt, respectively. 
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